
独立行政法人日本学生支援機構

56

一般競争入札（総合評価落札方式）

日本学生支援機構セキュリティ運用監視業務委託　一式

平成31年4月1日

　ＴＩＳ株式会社

平成30年11月14日　入札公告

平成31年1月11日　入札書・提出書類提出期限

平成31年1月21日　開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 －
当該業務に係る必須事項を記載した仕様になっていたことから、見
直しは行わなかった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は50日間以上を確保済。また、公告日から事前提出書類
提出期限まで50日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
官報に公告すると同時に、機構ホームページに公告を掲載し、調
達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由書を
聴取した。

⑦その他 　

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

＜事業者が参加に向けた検討を十分にできるよう,、公告期間や業務開始までの準備期間を十分確保することが
望まれる＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜事業者が参加に向けた検討を十分にできるよう公告期間を確保するとともに、落札決定から業務開始までの
準備期間を十分に確保できるよう公告開始の早期化についても検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

事業者が参加に向けた検討を十分にできるよう公告期間を確保するとともに、落札決定から業務開始までの準
備期間を十分に確保できるよう公告開始の早期化についても検討する。

契約監視委員会のコメント
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一般競争入札（総合評価落札方式）

日本学生支援機構ネットワーク運用監視業務委託　一式

平成31年4月1日

　ＴＩＳ株式会社

平成30年11月12日　入札公告

平成31年1月10日　入札書・提出書類提出期限

平成31年1月18日　開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○
複数の事業者の参加を期待し、複数年契約での調達を実施（3年
間）

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は50日間以上を確保済。また、公告日から事前提出書類
提出期限まで50日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
官報に公告すると同時に、機構ホームページに公告を掲載し、調
達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由書を
聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

＜過去に参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、契約期間を見直し、複数年契約としたことは評価できる
＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜事業者が参加に向けた検討を十分にできるよう公告期間を確保するとともに、落札決定から業務開始までの
準備期間を十分に確保できるよう公告開始の早期化についても検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

事業者が参加に向けた検討を十分にできるよう公告期間を確保するとともに、落札決定から業務開始までの準
備期間を十分に確保できるよう公告開始の早期化についても検討する。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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一般競争入札（総合評価落札方式）

2019年度「奨学金業務システム」年間データエントリー作業　一式

平成31年4月1日

株式会社データサービス

平成30年12月21日　入札公告

平成31年2月19日　入札書・提出書類提出期限

平成31年2月26日　開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 －
当該業務に係る必須事項を記載した仕様になっていたことから、見
直しは行わなかった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は50日間以上を確保済。また、公告日から事前提出書類
提出期限まで50日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
官報に公告すると同時に、機構ホームページに公告を掲載し、調
達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由書を
聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

＜事業者が参加に向けた検討を十分にできるよう,、公告期間や業務開始までの準備期間を十分確保することが
望まれる＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
<事業者が参加に向けた検討を十分にできるよう公告期間を確保するとともに、落札決定から業務開始までの準
備期間を十分に確保できるよう公告開始の早期化についても検討する>

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

事業者が参加に向けた検討を十分にできるよう公告期間を確保するとともに、落札決定から業務開始までの準
備期間を十分に確保できるよう公告開始の早期化についても検討する。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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一般競争入札（総合評価落札方式）

「奨学金業務システム」運用管理支援業務　一式

令和1年5月21日

株式会社東証コンピュータシステム

平成31年2月26日　入札公告

平成31年4月18日　入札書・提出書類提出期限

平成31年4月25日　開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 －
当該業務に係る必須事項を記載した仕様になっていたことから、見
直しは行わなかった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は50日間以上を確保済。また、公告日から事前提出書類
提出期限まで50日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
官報に公告すると同時に、機構ホームページに公告を掲載し、調
達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由書を
聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

＜事業者が参加に向けた検討を十分にできるよう,、公告期間や業務開始までの準備期間を十分確保することが
望まれる＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜事業者が参加に向けた検討を十分にできるよう公告期間を確保するとともに、落札決定から業務開始までの
準備期間を十分に確保できるよう公告開始の早期化についても検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

事業者が参加に向けた検討を十分にできるよう公告期間を確保するとともに、落札決定から業務開始までの準
備期間を十分に確保できるよう公告開始の早期化についても検討する。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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一般競争入札（総合評価落札方式）

奨学金業務システム（JSAS）の開発・保守に係る支援業務　一式

令和1年9月18日

アイ・システム株式会社

令和元年7月3日　入札公告

令和元年8月26日　入札書・提出書類提出期限

令和元年9月3日　開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 －
当該業務に係る必須事項を記載した仕様になっていたことから、見
直しは行わなかった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は50日間以上を確保済。また、公告日から事前提出書類
提出期限まで50日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
官報に公告すると同時に、機構ホームページに公告を掲載し、調
達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由書を
聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

　＜業務の性質上、事業者が限定される可能性が高いが、改善が可能な点は見直しを検討することが望ましい
＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜業務の性質上、事業者が限定される可能性が高いが、調達に係る情報開示の充実など、改善が可能な点は
見直しを検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

少なくとも今回程度の公告期間を確保すること、また、調達の有無にかかわらず、希望者に対し随時JSASに係る
資料閲覧を許可することも検討したい。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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一般競争入札（総合評価落札方式）

シンクライアントシステム及び付帯機器の賃借・保守業務　一式

令和1年11月22日

日本電気株式会社

令和元年9月4日　入札公告

令和元年10月25日　入札書・提出書類提出期限

令和元年11月1日　開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○ 機器構成を見直し、仕様を緩和した。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は50日間以上を確保済。また、公告日から事前提出書
類提出期限まで50日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
官報に公告すると同時に、機構ホームページに公告を掲載し、調
達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由書を
聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

　＜過去に参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、仕様書を見直したことは評価できる＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜調達規模が大きいことに鑑み、5ヶ月確保している落札から開始までの準備期間について、今回以上の期間
を確保できるよう、公告開始時期について検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

調達規模が大きいことに鑑み、5ヶ月確保している落札から開始までの準備期間について、今回以上の期間を
確保できるよう、公告開始時期について検討する。

契約監視委員会のコメント
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一般競争入札（総合評価落札方式）

2020年度日本留学試験電算処理及び受付対応等業務

令和2年2月3日

システムズ・デザイン株式会社

令和元年11月21日　入札公告

令和2年1月14日　入札書・提出書類提出期限

令和2年1月21日　開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 －
当該業務に係る必須事項を記載した仕様になっていたことから、見
直しは行わなかった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は50日間以上を確保済。また、公告日から事前提出書類
提出期限まで50日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
官報に公告すると同時に、機構ホームページに公告を掲載し、調
達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由書を
聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

　＜次年度から予定されている仕様変更の内容も踏まえ、事業者が入札に参加しやすい内容に仕様書を見直す
ことが望ましい＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜次年度から受付業務方法の大幅な変更が予定されているため、複数業者が参加しやすいよう仕様書の見直し
を図る＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

次年度から受付業務方法の大幅な変更が予定されているため、複数業者が参加しやすいよう仕様書の見直しを
図る。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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一般競争入札（総合評価落札方式）

2019年度海外留学支援制度（学部学位取得型及び大学院学位取
得型）受付センター運営業務　一式

平成31年4月1日

レジェンダ・コーポレーション株式会社

平成31年2月20日　入札公告

平成31年3月14日　入札書・提出書類提出期限

平成31年3月22日　開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 －
当該業務に係る必須事項を記載した仕様になっていたことから、見
直しは行わなかった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から提出書類提出
期限まで20日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由書を
聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

　＜複数の参加者が参加できるよう、改善が可能な点は見直しを検討することが望ましい＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜複数の参加者が参加できるよう、業務で使用するシステムを機構側で用意することを検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

複数の参加者が参加できるよう、業務で使用するシステムを機構側で用意することを検討する。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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一般競争入札（総合評価落札方式）

2019・2020年度日本留学試験の採点に係る得点等化処理等業務
一式

令和1年6月4日

株式会社教育測定研究所

平成31年4月10日　入札公告

令和元年5月9日　入札書・提出書類提出期限

令和元年5月21日　開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 －
当該業務に係る必須事項を記載した仕様になっていたことから、見
直しは行わなかった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から提出書類提出
期限まで20日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り －
入札資料交付者が応札者のみのため、入札参加を見合わせた理
由の聴取は行えなかった。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

＜複数の事業者が参加できるよう入札公告後、当該業務の実施が見込まれる事業者へ個別に周知することが
望ましい＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜複数の事業者が参加できるよう、入札公告後に当該業務の実施が見込まれる事業者へ個別に周知することと
する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

複数の事業者が参加できるよう、入札公告後に当該業務の実施が見込まれる事業者へ個別に周知する

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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一般競争入札（最低価格落札方式）

東京国際交流館プラザ平成及び留学生・研究者宿舎共用部で使
用する電気　一式

平成31年4月1日

東京電力エナジーパートナー株式会社

平成30年10月9日　入札公告

平成30年12月10日　事前提出書類提出期限

平成30年12月17日　開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○ 複数の事業者の参加を期待し、契約期間を長期にした。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は50日間以上を確保済。また、公告日から事前提出書類
提出期限まで50日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
官報に公告すると同時に、機構ホームページに公告を掲載し、調
達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由書を
聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

　＜過去に参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、契約期間を見直したことは評価できる＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜入札参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、契約年数についてさらに検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

応札者の確保を狙い複数年契約での入札としたが、不参加理由に長期契約とした事業者もあり、契約年数につ
いて検討する。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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一般競争入札（最低価格落札方式）

兵庫国際交流会館共用部で使用する電気の需給　一式

平成31年4月1日

関西電力株式会社

平成30年10月9日　入札公告

平成30年12月11日　事前提出書類提出期限

平成30年12月18日　開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○ 複数の事業者が参加できるよう契約期間を長期にした。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は50日間以上を確保済。また、公告日から事前提出書類
提出期限まで50日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
官報に公告すると同時に、機構ホームページに公告を掲載し、調
達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由書を
聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

　＜過去に参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、契約期間を見直したことは評価できる＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜入札参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、調達を早期化できないかさらに検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

他の案件との兼ね合いを不参加の理由とした者がいたことから、調達を早期化できないか検討する。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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一般競争入札（最低価格落札方式）

日本学生支援機構駒場事務所、東京工業大学駒場留学生会館
及び東京大学駒場インターナショナルロッジ等で使用する電気
一式

令和1年7月26日

ゼロワットパワー株式会社

令和元年5月8日　入札公告

令和元年6月28日　事前提出書類提出期限

令和元年7月1日　開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○ 複数の事業者が参加できるよう契約期間を長期にした。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は50日間以上を確保済。また、公告日から事前提出書
類提出期限まで50日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
官報に公告すると同時に、機構ホームページに公告を掲載し、調
達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由書を
聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

　＜過去に参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、契約期間を見直したことは評価できる＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜入札参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、契約年数についてさらに検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

応札者の確保を狙い複数年契約での入札としたが、不参加理由に長期契約とした事業者もあり、契約年数につ
いて検討する。

契約監視委員会のコメント
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一般競争入札（最低価格落札方式）

令和２年度奨学関係月次帳票等の仕分、梱包及び発送業務　一
式

令和2年3月16日

株式会社大幹ビジネスサービス

令和2年1月16日　入札公告

令和2年3月6日　事前提出書類提出期限

令和2年3月12日　開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○ 委託範囲を見直し、「カット」作業を除いた。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は50日間以上を確保済。また、公告日から事前提出書類
提出期限まで50日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
官報に公告すると同時に、機構ホームページに公告を掲載し、調
達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由書を
聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

＜事業者が参加に向けた検討を十分にできるよう,、公告期間や業務開始までの準備期間を十分確保することが
望まれる＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜事業者が参加に向けた検討を十分にできるよう公告期間を確保するとともに、落札決定から業務開始までの
準備期間を十分に確保できるよう公告開始の早期化についても検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

事業者が参加に向けた検討を十分にできるよう公告期間を確保するとともに、落札決定から業務開始までの準
備期間を十分に確保できるよう公告開始の早期化についても検討する。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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一般競争入札（最低価格落札方式）

平成31年度から平成33年度（毎月）口座振替（リレー口座）不能者
に対する督促架電　一式

平成31年4月1日

日立キャピタル債権回収株式会社

平成31年1月11日　入札公告

平成31年1月29日　事前提出書類提出期限

平成31年1月31日　入札・開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○ 夕方に限定していた架電時間帯を拡大した。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から提出書類提出
期限まで15日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由書を
聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

　＜過去に参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、仕様書を見直したことは評価できる＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜入札参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、公告期間を確保するとともに落札決定から業務開始まで
の準備期間を十分に確保できるよう公告開始の早期化について検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

入札参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、事業者が参加に向けた検討を十分にできるよう公告期間を
確保するとともに、落札決定から業務開始までの準備期間を十分に確保できるよう公告開始の早期化について
も検討する。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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一般競争入札（最低価格落札方式）

平成31年度代位弁済請求対象者（予定）に対する訪問督促・居住
確認等業務　一式

平成31年4月1日

ジェーピーエヌ債権回収株式会社

平成31年1月28日　入札公告

平成31年2月21日　事前提出書類提出期限

平成31年2月25日　入札・開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○
一者応札・一者応募の改善に向けて実施した意見招請の結果を
踏まえて、「探偵業」の資格を応札要件から撤廃した。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から提出書類提出
期限まで20日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り －
入札資料交付者が応札者のみのため、入札参加を見合わせた理
由の聴取は行えなかった。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

＜入札参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、応札要件を見直したことは評価できる＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜現行の仕様での実施が見込まれる事業者へ、公告後に個別に周知することとする＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

複数の事業者が参加できるよう、入札公告後に入札への参加が期待できる事業者へ個別に周知する。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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一般競争入札（最低価格落札方式）

平成31年度から平成32年度払込取扱票送付後の督促架電および
口座加入督促架電　一式

平成31年4月1日

日立キャピタル債権回収株式会社

平成31年1月11日　入札公告

平成31年1月29日　事前提出書類提出期限

平成31年2月1日　入札・開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○ 夕方に限定していた架電時間帯を拡大した。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から提出書類提出
期限まで15日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由書を
聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

＜過去に参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、仕様書を見直したことは評価できる＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜入札参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、公告期間を確保するとともに落札決定から業務開始まで
の準備期間を十分に確保できるよう公告開始の早期化について検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

入札参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、事業者が参加に向けた検討を十分にできるよう公告期間を
確保するとともに、落札決定から業務開始までの準備期間を十分に確保できるよう公告開始の早期化について
も検討する。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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一般競争入札（最低価格落札方式）

2019年度（平成31年度）日本留学試験（第1回及び第2回：モニター
試験）試験実施業務　一式

平成31年4月1日

株式会社マーケティングプロジェクト

平成31年2月12日　入札公告

平成31年3月5日　事前提出書類提出期限

平成31年3月15日　入札・開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 －
当該業務に係る必須事項を記載した仕様になっていたことから、見
直しは行わなかった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から提出書類提出
期限まで20日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由書を
聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

　＜入札参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、事業者が入札に参加しやすい内容に仕様書の見直しを
検討することが望ましい＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜入札参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、受験者募集と当日運営を分ける等仕様書の見直しにつ
いて検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

入札参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、受験者募集と当日運営を分ける等仕様書の見直しについて
検討する。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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一般競争入札（最低価格落札方式）

規程等及び法令の検索・閲覧サービスの利用　一式

平成31年4月1日

株式会社ぎょうせい

平成31年1月11日　入札公告

平成31年1月31日　事前提出書類提出期限

平成31年2月4日　入札・開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○ 応札要件を緩和し、官公庁の請負実績を要件から除外した。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から提出書類提出
期限まで20日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由書を
聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

　＜過去に参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、応札要件を見直したことは評価できる＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜複数の事業者が参加可能となるよう、さらに現行の業務内容を再検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

入札参加を見合わせた事業者から業務内容が特殊すぎるという意見があったことから、複数の事業者が参加可
能となるよう、現行の業務内容を再検討する。

契約監視委員会のコメント
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一般競争入札（最低価格落札方式）

2019（平成31）年度「請求書」封入・局出し業務　一式

平成31年4月1日

株式会社アテナ

平成31年2月5日　入札公告

平成31年2月27日　事前提出書類提出期限

平成31年3月1日　入札・開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 －
当該業務に係る必須事項を記載した仕様になっていたことから、見
直しは行わなかった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から提出書類提出
期限まで20日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由書を
聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

　＜入札参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、事業者が入札に参加しやすい内容に仕様書の見直しを
検討することが望ましい＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜入札参加を見合わせた事業者からの意見をふまえ、機構の仕様書において、封入点数の削減や、作業期間
に土曜日を含めていることについて、業務の性質等も考慮しつつ、見直しを検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

入札参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、機構の仕様書において、封入点数の削減や、作業期間に
土曜日を含めていることについて、業務の性質等も考慮しつつ、見直しを検討する。

契約監視委員会のコメント
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一般競争入札（最低価格落札方式）

平成31年度独立行政法人日本学生支援機構損害保険　一式

平成31年4月1日

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社

平成31年2月13日　入札公告

平成31年3月5日　事前提出書類提出期限

平成31年3月11日　入札・開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 －
当該業務に係る必須事項を記載した仕様になっていたことから、見
直しは行わなかった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から提出書類提出
期限まで20日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由書を
聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

＜過去の契約金額から事業者が限定される可能性が高いが、補償内容の見直しを検討することが望ましい＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜複数の事業者が参加できるよう、補償内容の見直しを検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

保険仲立人からは、「納入実績が保険市場のレートと比較して著しく低いことが他者が参加しない要因である」と
いう意見を得ているが、必要な補償内容の見直しも検討する。

契約監視委員会のコメント
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一般競争入札（最低価格落札方式）

平成31年度市谷事務所における郵便物搬送業務委託　一式

平成31年4月1日

東京発送株式会社

平成31年1月28日　入札公告

平成31年2月20日　事前提出書類提出期限

平成31年2月25日　入札・開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 －
当該業務に係る必須事項を記載した仕様になっていたことから、見
直しは行わなかった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から提出書類提出
期限まで20日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由書を
聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

　＜入札参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、事業者が入札に参加しやすい内容に仕様書の見直しを
検討することが望ましい＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜入札参加を見合わせた事業者からの意見をふまえ、集荷・持ち込み時間の幅の拡大等、仕様書の見直しにつ
いて検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

入札参加を見合わせた事業者からの意見をふまえ、集荷・持ち込み時間の幅の拡大等、仕様書の見直しについ
て検討する。

契約監視委員会のコメント
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一般競争入札（最低価格落札方式）

兵庫国際交流会館へのカラー複合機のリース及び保守業務委託
一式

平成31年4月9日

株式会社JECC

平成31年3月18日　入札公告

平成31年4月3日　事前提出書類提出期限

平成31年4月5日　入札・開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 －
当該業務に係る必須事項を記載した仕様になっていたことから、見
直しは行わなかった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から提出書類提出
期限まで15日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由書を
聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

　＜入札参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、事業者が入札に参加しやすい内容に仕様書の見直しを
検討することが望ましい＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜入札参加を見合わせた事業者からの意見（低電力モードからの復帰時間の仕様緩和）をふまえ、複数者が応
札できるよう仕様の検討を図る＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

入札参加を見合わせた事業者からの意見（低電力モードからの復帰時間の仕様緩和）を踏まえ、複数者が応札
できるよう仕様の検討を図りたい。

契約監視委員会のコメント
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一般競争入札（最低価格落札方式）

政策企画部広報課　複合機１台の賃貸借（リース）及び保守業務
一式

令和1年9月17日

株式会社JECC

令和元年8月8日　入札公告

令和元年8月26日　事前提出書類提出期限

令和元年9月6日　入札・開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○ 複合機の性能や寸法等仕様の緩和要望にも対応した。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から提出書類提出
期限まで15日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由書を
聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

＜過去に入札参加を見合わせた事業者からの要望を踏まえ、仕様の緩和要望に対応したことは評価できる＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜複数の事業者が参加できるよう、入札公告後に当該業務の実施が見込まれる事業者へ個別に周知することと
する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

公告されていることに気が付くのが遅れた事業者がいたことから、次回は入札参加が期待できる事業者への個
別の周知を早目に図りたい。

契約監視委員会のコメント
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一般競争入札（最低価格落札方式）

大阪日本語教育センター　複合機（モノクロ複合機２台、カラー複
合機各１台）の賃貸借（リース）及び保守業務　一式

令和1年12月10日

株式会社日興商会

令和元年9月2日　入札公告

令和元年10月4日　事前提出書類提出期限

令和元年10月11日　入札・開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 －
当該業務に係る必須事項を記載した仕様になっていたことから、見
直しは行わなかった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から提出書類提出
期限まで20日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由書を
聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

　＜入札参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、事業者が入札に参加しやすい内容に仕様書の見直しを
検討することが望ましい＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜入札参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、次回の調達にあたっては、事前に事業者に仕様について
意見を聴取したうえで、事業者が入札に参加しやすい内容に仕様書の見直しを検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

入札参加を見合わせた事業者からの意見をふまえ、次回の調達にあたっては、事前に事業者に仕様について意
見を聴取したうえで、複数者が応札できるよう仕様の検討を図りたい。

契約監視委員会のコメント



独立行政法人日本学生支援機構

80

一般競争入札（最低価格落札方式）

2020年度（令和２年度)日本留学試験聴解試験用CDの制作業務
一式

令和2年2月5日

爽美録音株式会社

令和元年12月18日　入札公告

令和2年1月17日　事前提出書類提出期限

令和2年1月24日　入札・開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 －
当該業務に係る必須事項を記載した仕様になっていたことから、見
直しは行わなかった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から提出書類提出
期限まで20日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由書を
聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

　＜入札参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、事業者が入札に参加しやすい内容に仕様書の見直しを
検討することが望ましい＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜入札参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、事業者が入札に参加しやすい内容に仕様書の見直しを
検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

事業者が参加しやすくなることを狙い、録音日に幅を持たせたり、複数年契約とすることを検討する。

契約監視委員会のコメント
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一般競争入札（最低価格落札方式）

2020-2021年度国費外国人留学生の申請内容確認等業務に係る
事務処理業務　一式

令和2年3月9日

株式会社テントセント

令和元年12月27日　入札公告

令和2年1月30日　事前提出書類提出期限

令和2年2月6日　入札・開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 －
当該業務に係る必須事項を記載した仕様になっていたことから、見
直しは行わなかった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から提出書類提出
期限まで20日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由書を
聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

＜入札参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、事業者が業務内容を把握するに十分な準備期間を確保
することが望まれる＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜入札参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、事業者が業務内容を把握するに十分な公告期間をさらに
確保できるよう検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

仕様書（事務要領）の量が多いため、事業者がその内容を把握できるよう、公告期間をさらに確保できるよう検討
する。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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一般競争入札（最低価格落札方式）

進学に向けた資金計画を作成するための進学資金シミュレーター
の改修及び保守運用業務　一式

令和2年3月11日

株式会社日立ソリューションズ・クリエイト

令和2年2月10日　入札公告

令和2年2月28日　事前提出書類提出期限

令和2年3月3日　入札・開札日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○ 応札要件（官公庁の請負実績）を見直した。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から提出書類提出
期限まで15日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り －
入札資料交付者が応札者のみのため、入札参加を見合わせた理
由の聴取は行えなかった。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

＜過去に参加を見合わせた事業者からの要望を踏まえ、応札要件を見直したことは評価できる＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜落札決定から業務開始までの準備期間を十分に確保できるよう公告開始の早期化について検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

事業者が参加に向けた検討を十分にできるよう公告期間を確保するとともに、落札決定から業務開始までの準
備期間を十分に確保できるよう公告開始の早期化についても検討する。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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企画競争

平成31年度延滞債権（振替不能4回目・紙請求延滞）回収業務　一
式

平成31年4月1日

日立キャピタル債権回収株式会社

平成30年12月21日　企画競争公告

平成31年1月29日　企画提案書提出期限

平成31年2月13日　審査結果通知

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 －
当該業務に係る必須事項を記載した仕様になっていたことから、見
直しは行わなかった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から提出書類提出
期限まで20日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
企画競争参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由
書を聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

＜複数の事業者が参加できるよう、調達内容の見直しや公告の早期化を検討することが望ましい＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜複数の事業者が参加できるよう、他の契約との統合が可能か検討するとともに、公告の早期化について検討
する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

複数の事業者が参加できるよう、他の契約との統合が可能か検討するとともに、公告の早期化について検討す
る。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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企画競争

平成31年度・平成32年度債権回収会社に対する延滞債権（和解）
の回収業務　一式

平成31年4月1日

日立キャピタル債権回収株式会社

平成30年12月25日　企画競争公告

平成31年1月24日　企画提案書提出期限

平成31年2月4日　審査結果通知

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 －
当該業務に係る必須事項を記載した仕様になっていたことから、見
直しは行わなかった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から提出書類提出
期限まで20日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
企画競争参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由
書を聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

＜競争参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、調達内容、契約期間の見直しを検討することが望ましい
＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜競争参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、必要となる初期投資に鑑みて、契約期間の見直しを検討
する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

企画競争参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、必要となる初期投資に鑑みて、契約期間の見直しを検
討する。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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企画競争

官民協働海外留学支援制度～トビタテ！留学JAPAN日本代表プログラム【高校
生コース】～第5期及び第6期派遣留学生に係る事前・事後研修企画及び実施業
務　一式

令和1年5月24日

一般社団法人グローバル教育推進プロジェクト

平成31年1月28日　企画競争公告

平成31年3月4日　企画提案書提出期限

平成31年3月19日　審査結果通知

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○ 事業者が参加しやすくなることを狙い、契約期間を長期化した。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から提出書類提
出期限まで20日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公
告を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
企画競争参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由
書を聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

＜競争参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ公告期間を拡充するとともに、複数の事業者が参加でき
るよう、公告後に当該業務の実施が見込まれる事業者へ個別に周知することが望ましい＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜競争参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、公告期間の拡充を図るとともに、公告後に企画競争へ
の参加が期待できる事業者へ個別に周知する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

企画競争参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、公告期間の拡充、および公告後に企画競争への参加
が期待できる事業者へ個別に周知する。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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企画競争

独立行政法人日本学生支援機構情報セキュリティリスクに係るガ
バナンス体制構築支援業務　一式

令和1年6月7日

EY新日本有限責任監査法人

平成31年3月19日　企画競争公告

平成31年4月26日　企画提案書提出期限

平成31年5月15日　審査結果通知

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 －
当該業務に係る必須事項を記載した仕様になっていたことから、見
直しは行わなかった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から提出書類提出
期限まで20日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
企画競争参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由
書を聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

＜新規先を含め複数の事業者が参加できるよう、業務説明書の内容につき見直しを検討することが望ましい＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜新規の事業者が参加しやすいよう、業務説明書に、現行業者との引継が成されることを含められるか検討する
＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

新規の事業者が参加しやすいよう、業務説明書に、現行業者との引継が成されることを含められるか検討する。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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企画競争

独立行政法人日本学生支援機構リスク管理支援業務　一式

令和1年8月1日

EY新日本有限責任監査法人

令和元年6月6日　企画競争公告

令和元年6月28日　企画提案書提出期限

令和元年7月12日　審査結果通知

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○
独立行政法人に対する業務実績を必須とする参加要件を見直し
た。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から提出書類提
出期限まで20日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公
告を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り －
企画競争資料交付者が応札者のみのため、企画競争参加を見合
わせた理由の聴取は行えなかった。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

＜複数の事業者が参加できるよう、複数年契約の実施、参加資格要件の緩和、公告期間の見直しを検討するこ
とが望ましい＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜新規先を含め複数の事業者が参加できるよう、複数年契約の実施、参加資格要件の緩和、公告期間の見直
しを検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

新規先を含め複数の事業者が参加できるよう、以下の諸点を検討する。
・長期的な取組みに対応できるよう、複数年契約の実施を検討する。
・応募資格のうち緩和可能となるものがないか検討する。
・企画提案書作成期間を確保するため、公告期間の見直しを検討する。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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企画競争

令和元年度新規返還者等督促架電及び延滞債権回収業務　一式

令和1年11月1日

日立キャピタル債権回収株式会社

令和元年9月6日　企画競争公告

令和元年9月27日　企画提案書提出期限

令和元年10月9日　審査結果通知

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 －
当該業務に係る必須事項を記載した仕様になっていたことから、
見直しは行わなかった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から提出書類提
出期限まで20日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り －
企画競争資料交付者が応札者のみのため、企画競争参加を見合
わせた理由の聴取は行えなかった。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

　＜複数の事業者が参加できるように、業務開始までの準備期間を十分に確保できるよう公告開始の早期化を
検討することが望ましい＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜事業者が参加に向け十分な検討期間を確保できるよう配慮し、落札決定から業務開始までの準備期間を十
分に確保できるよう公告開始の早期化についても検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

事業者が参加に向け十分な検討期間を確保できるよう配慮し公告期間を確保するとともに、落札決定から業務
開始までの準備期間を十分に確保できるよう公告開始の早期化についても検討する。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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企画競争

兵庫国際交流会館国際交流フェスティバル　一式

令和1年11月14日

株式会社セレスポ

令和元年8月23日　企画競争公告

令和元年9月20日　企画提案書提出期限

令和元年10月15日　審査結果通知

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 －
当該業務に係る必須事項を記載した仕様になっていたことから、見
直しは行わなかった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から提出書類提出
期限まで20日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
企画競争参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由
書を聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

　＜競争参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、仕様書の見直しを検討することが望ましい＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜競争参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、イベントの整理や運営の単純化など、仕様書の見直しを
検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

企画競争参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、イベントの整理や運営の単純化など、仕様書の見直し
を検討する。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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企画競争

官民協働海外留学支援制度～トビタテ！留学JAPAN日本代表プログラム～第12
期生から第13期生に係る事前研修および第６期生から第13期生に係る事後研修
の実施業務　一式

令和2年1月23日

アルー株式会社

令和元年11月26日　企画競争公告

令和2年1月9日　企画提案書提出期限

令和2年1月22日　審査結果通知

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 －
当該業務に係る必須事項を記載した仕様になっていたことから、見
直しは行わなかった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から提出書類提出
期限まで20日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り ○
企画競争参加を見合わせた事業者から、参加を見合わせた理由
書を聴取した。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

　＜競争参加参加を見合わせた事業者からの意見を踏まえ、仕様書の見直しを検討することが望ましい＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜競争参加を見合わせた事業者からの意見をふまえ、応募要件の緩和（全省庁統一資格の等級）等仕様書の
見直しについて検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

企画競争参加を見合わせた事業者からの意見をふまえ、応募要件の緩和（全省庁統一資格の等級）等仕様書
の見直しについて検討する。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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公募

「JASSO海外留学フェア2020」の実施会場と備品の提供　一式

令和2年2月25日

デイ・ナイト株式会社

令和元年12月5日　公募公告

令和元年12月18日　業務概要書等配付期限

令和元年12月23日　参加意思確認書提出期限

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 －
当該業務に係る必須事項を記載した仕様になっていたことから、見
直しは行わなかった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から書類提出期限
まで15日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り － 公募期間中に公募資料を受領した事業者はなかった。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

＜業務の性質上、事業者が限定される可能性が高いが、改善が可能な点は見直しを検討することが望ましい＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜業務の性質上、事業者が限定される可能性が高いが、改善が可能な点は見直しを検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

業務規模の大きさ及び業務の性質上、事業者が限定される可能性が高いが、価格低減の効果を講じるために引
き続き公募を実施する。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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公募

「2020年度外国人学生のための進学説明会」の実施会場の提供
(東京)　　一式

令和2年2月26日

株式会社サンシャインシティ

令和元年12月9日　公募公告

令和元年12月20日　業務概要書等配付期限

令和元年12月26日　参加意思確認書提出期限

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 －
当該業務に係る必須事項を記載した仕様になっていたことから、見
直しは行わなかった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から書類提出期限
まで15日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り － 公募期間中に公募資料を受領した事業者はなかった。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

＜業務の性質上、事業者が限定される可能性が高いが、改善が可能な点は見直しを検討することが望ましい＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜業務の性質上、事業者が限定される可能性が高いが、改善が可能な点は見直しを検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

業務規模の大きさ及び業務の性質上、事業者が限定される可能性が高いが、価格低減の効果を講じるために引
き続き公募を実施する。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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公募

「2020年度外国人学生のための進学説明会」の実施会場の提供
(大阪）　一式

令和2年2月27日

積水ハウス梅田オペレーション株式会社

令和元年12月9日　公募公告

令和元年12月20日　業務概要書等配付期限

令和元年12月26日　参加意思確認書提出期限

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 －
当該業務に係る必須事項を記載した仕様になっていたことから、見
直しは行わなかった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から書類提出期限
まで15日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り － 公募期間中に公募資料を受領した事業者はなかった。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

＜業務の性質上、事業者が限定される可能性が高いが、改善が可能な点は見直しを検討することが望ましい＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜業務の性質上、事業者が限定される可能性が高いが、改善が可能な点は見直しを検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

業務規模の大きさ及び業務の性質上、事業者が限定される可能性が高いが、価格低減の効果を講じるために引
き続き公募を実施する。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量
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公募

令和2年度「全国キャリア教育・就職ガイダンス」の実施会場及び会
場付帯備品等の賃借　一式

令和2年3月25日

株式会社東京ビッグサイト

令和元年11月8日　公募公告

令和元年11月18日　業務概要書等配付期限

令和元年11月22日　参加意思確認書提出期限

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 －
当該業務に係る必須事項を記載した仕様になっていたことから、見
直しは行わなかった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 履行開始までに十分な準備期間を確保済。

③公告期間の見直し ○
公告期間は10日間以上を確保済。また、公告日から書類提出期限
まで10日間以上を確保済。

④公告周知方法の改善 ○
公告を機構掲示板に掲示すると同時に、機構ホームページに公告
を掲載し、調達情報の周知に努めた。

⑤電子入札システムの導入 － 入札等の実施状況に鑑み、導入検討時期は未定。

⑥業者等からの聴き取り － 公募期間中に公募資料を受領した事業者はなかった。

⑦その他 －

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

＜業務の性質上、事業者が限定される可能性が高いが、改善が可能な点は見直しを検討することが望ましい＞

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
＜業務の性質上、事業者が限定される可能性が高いが、改善が可能な点は見直しを検討する＞

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契約監視委員会全委員５名による審議を行った。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

業務規模の大きさ及び業務の性質上、事業者が限定される可能性が高いが、価格低減の効果を講じるために引
き続き公募を実施する。

契約監視委員会のコメント

契 約 締 結 日

一者応札・応募事案フォローアップ票（令和元年度分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量


